
電子公告調査委託申込書 
 

 日本公告調査株式会社　御中
 
  御社ホームページ掲載の利用約款に同意しましたので、 申込日  　　２０２４年 ８ 月 ８ 日 
　以下のとおり電子公告調査を申し込みます。 ・最初に申込書を送信する日です。 

　その後の修正や再提出でも書き換える 
　必要はありません。

申 部署名･お名前 ▶   総務部　申込（もうしこみ）太郎 
込  ・読みにくいお名前には、ふりがなをつけてください。 
人  ・調査対象法人以外の方は、会社名や事務所名から記入してください。 

（例）○○○司法書士事務所　司法書士　申込（もうしこみ）太郎

PCﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ ▶   mousikomi@○○○.com 電話番号 ▶  03-xxxx-5555
・添付ファイルを受信できるメールアドレスを 
　記入してください。 
・ccでの複数アドレスへの送信をご希望の場合は、 
　列挙してください。(文字数制限でお断りする場合もあります) 

（例）mousikomi@○○○.com,soumu@○○○.com

携帯ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ ▷   keitai@○○○.ne.jp FAX番号 ▶  03-xxxx-5556
・このメールアドレスには、夜間/休日の中断時に次項の 
　電話連絡条件に関係なく、メールが送信されます。 
　（夜間/休日のメール受信を希望しない方は省略可） 
・@n-koukoku.com からの受信を許可してください。

電話連絡条件  ■ 平日昼　　■休日昼(9-18時) 　  夜間(18-翌9時) 携帯電話 ▷  080-xxxx-5566  
・平日昼のみの連絡では、連休中に発生した中断の ・左の条件にて「休日昼」 
　連絡ができません。「休日昼」も選択し、携帯電話の 　もしくは「夜間」の連絡を 
　番号を登録することをお勧めします。 　希望された方は登録が 
・「夜間」にチェックすると深夜に電話をすることに 　必須です。 
　なりますのでご注意ください。(充実ｺｰｽのみ) 　（それ以外の方は省略可）

追 部署名･お名前 ▷  システム管理部　追加一郎 
加 ・申込人不在時の代理の方や、公告中断発生時に対応できるシステム担当の方を記入します。 
連 　（該当者なしの場合は省略可）

 絡

先 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ ▷  tuika@○○○.co.jp 電話番号 ▷  080-xxxx-6677 
・このメールアドレスには、夜間/休日の中断時に次項の ・下の条件にていずれかの 
　電話連絡条件に関係なく、メールが送信されます。 　電話連絡を希望された方は
・PCメールアドレスも登録可能ですが、夜間/休日の 　登録が必須です。 
　受信を考えると、携帯メールアドレスをお勧めします。 　通常は携帯電話番号です。 
　（夜間/休日のメール受信を希望しない方は省略可） 　（それ以外の方は省略可）
・@n-koukoku.com からの受信を許可してください。

電話連絡条件 　■ 平日昼(9-18時)　　■ 休日昼(9-18時)　　  夜間(18-翌9時)

　 ◎ 中断発生時は、申込人電話 → [申込人携帯] → [追加連絡先電話] の順で呼び出します。　 ただし、[ ] 内は希望条件による。 
　 ◎ 夜間の電話連絡を希望しない場合、また希望するも連絡がつかなかった場合にはメールとＦＡＸを送信し、翌営業日の朝に電話連絡いたします。

調 会社法人等 ▶   1234-xx-123456  
査 番号 ・13桁の法人マイナンバーではありません。  
対 　登記簿記載の12桁の「会社法人等番号」です。  

 象 登記簿に記

法 ふりがな ▶   みやのうらしょうじ 載のとおり
人 ・「かぶしきがいしゃ」などの法人種別部分の記入は不要です。 記入してく

 ださい。

商号 ▶   宮之浦商事株式会社  
・（株）などと略さずに登記簿のとおり記入します。  

 

本店 ▶   東京都中央区渡辺通５丁目５番５号 調査期間中
・事実上の本社が別にあっても、登記簿に記載のとおりの本店住所を記入します。 に変更登記
・番地も 5-5-5 などと略さずに登記簿のとおり記入します。 の予定があ
・ビル名まで登記してあるときはビル名まで記入します。 る場合はお
・郵送先としてのビル名は、本申込書末尾の送付先欄に記入箇所があります。 申し出くだ

 さい。

代表者 ▶代表取締役　     宮之浦　三郎

 ※国税庁発行の13桁の法人番号ではなく、

　登記簿に記載されている12桁の会社法人等番号です。

 受託ID 　（記入不要）

 取次店   （記入不要）



登記ｱﾄﾞﾚｽ ▶    http://www.○○○.com/ 
・登記簿のとおり、一字一句そのまま記入します。 
「httpsの"s"」「www」や「末尾の"/"」の有無を注意してください。

   
お 調査方法  ■ 法定公告調査 - 充実コース　[税込 77,000円] 
申   □ 　　　〃　　 - 簡易コース　[税込 52,800円]　※2024年開始分までは税込52,380円 
し  　↳ 簡易コースでのお申し込みにあたり、以下の事項に同意します。 
込  ・お申し込み内容や公告内容に対しての精査、情報提供を受けることができません。 ・調査開始後はいかなる理由でも上記料金の

み  お支払い義務が免除されることはありません。 ・夜間の公告中断はメールでのみ通知を受けることになります。 ・書面の調査結

内  果通知書は１通しか発行されず、追加を希望する場合は別途料金が発生します。 
容   □ お知らせ広告調査　[税込 55,000円] 

・電子公告が初めての方、文面や調査期間に自信のない方には「充実コース」を強くお勧めします。

調査料金 ▶   ７７,０００円　（課税後の金額をご記入下さい） 
・根拠法、期間、法人が異なると、公告文面が一緒でも料金は複数件扱いとなります。 
　１枚の申込書で複数の調査を申し込む場合には、その合計金額を記入してください。 

（例）充実コース２件の場合 １５４,０００円　簡易コース２件の場合 １０５,６００円　

調査期間 ▶ ２０２４年 ８ 月１４日 00:00　～　２０２４年 ９ 月１３日 24:00       ３１日間 
・公告調査の必要な期間を記入します。(開始、終了時間の「0時、24時」は変更できません。) 
・期間の異なる複数の公告（合併など）を１枚の申込書で済ませる場合は、根拠法別に①②などと 
　わかりやすく編集してください。 

（例）①２０２４年 ８ 月１４日 00:00　～　２０２４年 ９ 月１３日 24:00     ３１日間 
　　  ②２０２４年 ８ 月１４日 00:00　～　２０２４年 ９ 月３０日 24:00     ４８日間 
　（正確な調査期間が不明な場合は「充実コース」でお申し込みください）

事前ﾃｽﾄ ▶ ２０２４年 ８ 月１３日　１１時頃 
・公告アドレスへの掲載状況と公告ファイルの比較テストを行います。 
・不一致の際の緊急対応に備え、平日夕方４時頃までの掲載をお勧めします。

公告名称 ▶   資本金の額の減少公告 
・一般的には公告文面のタイトルと同じにします。 
・内容が異なる２件を１枚の申込書で済ませる場合、次のように記入してください。 

（例）①②合併公告　／　①合併公告（債権者）②合併公告（株主）

根拠条項 ▶   会社法第449条第3項 
・内容が異なる２件を１枚の申込書で済ませる場合、次のように記入してください。 

（例）①会社法第799条第3項　　②会社法第797条第3項及び第4項 
　（該当する根拠条項が不明な場合は「充実コース」でお申し込みください。）

公告ｱﾄﾞﾚｽ ▶ https://www.○○○.com/ir/koukoku20240813.pdf 
・サーバ上の公告ファイル直接のアドレス(URL)です。通常、末尾が ～～.pdf となります。 
・法務大臣への申請手続きの仕様により、長さは256文字、全角や日本語、空白文字は使えません。 
・webサーバによっては、http:// と https:// のどちらでもアクセス可能な場合がありますが、 
　ここは次項に記載の手順により画面遷移した結果、最終的にブラウザのアドレスバーに 
　表示されるURLを記入してください。 
　（申込時点で不明な場合は空白にしておき、後日届け出てください。）

 登記アドレスから公告アドレスへのつながり

▷   登記アドレス（電子公告のページ）→資本金の額の減少公告(PDF) 
・法律では、登記アドレスをパソコンのブラウザに入力し、表示された画面の指示(リンククリック等）により、 
　公告文面までたどり着けなくてはいけません。 
・株主や債権者等とのトラブルを避けるためには、わかりやすい画面構成が望まれます。

調 郵便番号 ▶ 〒  123-1234 
査  ▷ 本店宛          渡辺通ビル５階 
結 住所 ・調査対象法人の本店欄に記載できない（登記簿に記載されていない）ビル
果 名等はここに追記してください。
送
付 宛名 ▷ 　申込人宛 
先 ・調査結果通知書(書面)及び請求書の郵送先になります。

電話番号 ▷ 　申込人と同じ 
・レターパックで発送するため、受取人の電話番号が必要です。

PCﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ ▷ 　 申込人と同じ 
・このメールアドレスに調査結果通知書(PDF)を送信します。

本店住所の申込人宛
への郵送を希望であ
れば、郵便番号のみ

 記入してください。
 
それ以外の送付先を
ご希望の場合は、必
要に応じて書き換え
てください。



請求書名義 ▶ ● 調査対象法人宛　 　 ○ その他 　 申込人所属法人(事務所)宛　 
・申込人の所属と調査委託会社が一致しない場合（親会社様/存続会社様/弁護士・司法書士事務所様
等がお申し込み人の場合等）、請求書左上に記載する宛名（法人/事務所名等）を選択してください。

請求書送付 ▶ ● 書面(通知書同封)　  ○ PDFファイル(送信) 
方法 ・通常は紙での発行となり調査結果通知書と同封して郵送します。ご希望の場合は請求書をPDFファイ

ルに変換してメールにてお送りします。また、PDFファイルの請求書を外部の請求書管理システムにア
ップロードすることも可能ですので、その場合はご相談ください。

支払い条件 ▶ 調査結果通知書送付日の翌月末日までに指定口座へ振り込み ※お支払い条件の変更はご相
・弊社とお支払い条件の打ち合わせ済みの場合は次のように記入して 談下さい。
　ください。 

　 （例） １１月２０日振込予定（確認済み）

▶印は入力必須項目、▷印は省略可能。　　難しいお名前にはふりがなをお願いします。　 


